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法科大学院の設置基準・評価基準について 
 

設置基準 （告示） 評価機関の認証基準（案） 評価基準の例 
（情報の積極的な提供） 

○ 法科大学院は、当該大学における

教育研究活動等の状況について、刊

行物への掲載その他広く周知を図る

ことができる方法によって積極的に情

報を提供するものとすること。 

 

 

 

 

○ 教育活動等の状況の公表について

評価を行うこと。 

 

○ 法科大学院については、教育研究

上の基本組織、教員組織、施設及

び設備、入学者選抜、在学期間、

教育課程、教育方法、成績評価、

修了要件、奨学金等の学生支援制

度その他の重要な事項を公表するた

めに必要な措置が講じられていなけれ

ばならない。 

 

○ 法科大学院は、当該法科大学院

における教育研究活動等の状況につ

いて、インターネットなどを利用して、

広く周知を図るものとする。 

 

（教員組織） 

○ 法科大学院には、下記①～③のい

ずれかに該当し、かつ、その担当する

専門分野に関し高い教育上の指導

能力があると認められる教員を、専攻

ごとに、文部科学大臣が別に定める

数置くものとすること。 

  ① 専攻分野について、教育上また

は研究上の業績を有する者 

  ② 専攻分野について、高度の技

術・技能を有する者 

  ③ 専攻分野について、特に優れた

知識及び経験を有する者 

 

○ 最低限必要な専任教員数は１２

人。 

○ 専任教員１人当たりの学生収容定

員は１５人以下。 

○ 必置専任教員の半数以上は原則

として教授とする。 

 

○ 教員組織について評価を行うこと。 

 

 

 

○ 法科大学院の教員組織は、学校

教育法及び設置基準の規定並びに

これらの規定に基づく告示に定める基

準に適合していなければならない。 
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設置基準 （告示） 評価機関の認証基準（案） 評価基準の例 
（教員組織の続き） 

○ 必置専任教員は、学部・修士課

程・博士課程の専任教員の数に算

入できない教員とすること。（ただし、

平成２５年までの間、その数の３分の

１までは、学部・修士課程の必要教

員数に算入でき、また、博士後期課

程の必要教員数には３分の１に限ら

ず全ての数が算入できるとの経過措

置を設けることとすること。） 

 

  

（実務家教員） 

○ 上記の教員のうち相当数は、専攻

分野における実務の経験を有し、かつ

高度の実務の能力を有する者とする

こと。  

 

○ 必置専任教員のうち概ね２割以上

は、専攻分野における概ね５年以上

の実務の経験を有する者とすること。 

 

○ 実務家教員は、法曹経験者を中

心に構成されていること。 

 

○ 必置実務家教員の３分の２までは、

専任教員でなくとも、年間６単位以

上の授業を担当し、かつ、教育課程

の編成など法科大学院の運営に責

任を担う者で足りることとすること。 
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設置基準 （告示） 評価機関の認証基準（案） 評価基準の例 
（収容定員） 

○ 収容定員は、教員組織及び施設

設備その他の教育上の諸条件を総

合的に考慮し、課程の区分に応じて

研究科ごとに定めるものとすること。 

 

 

○ 法科大学院の収容定員は、当該

法科大学院の入学定員の数に３を

乗じて算出した数とすること。 

 

 

○ 収容定員と在籍者数の状況につい

て評価を行うこと。 

 

○ 在籍者数については、収容定員を

上回る状態が恒常的なものとならな

いよう配慮されていなければならない。 

（入学者選抜） 

○ 法科大学院は、入学者の選抜にあ

たっては、文部科学大臣の定めるとこ

ろにより、多様な知識及び経験を持

つ者を入学させるよう努めるものとする

こと。 

 

○ 法科大学院は、入学者の適性を適

確かつ客観的に評価すること。 

 

○ 法科大学院は、入学者の多様性を

確保するため、入学者のうち法学を

履修する課程以外の出身者または

社会人が占める割合を３割以上とす

るよう努めるものとすること。 

 

○ また、その割合が２割に満たない場

合は、当該法科大学院における入学

者選抜の実施状況を公表するものと

すること。 

 

 

○ 入学者の多様性について評価を行

うこと。 

 

○ 非法学部出身者及び社会人の合計

が３割以上となるよう努めるものとし、そ

の合計が２割未満である場合には、各

法科大学院における入学志願者の動

向、選抜方法の実情等に関する説明を

聴取した上で評価基準に適合している

かどうかを判断するものとする。 

（授業及び教育課程） 

○ 法科大学院は、その教育上の目的

を達成するために専攻分野に応じ必

要な授業科目を開設し、体系的に教

育課程を編成するものとすること。 

 

 

○ 法科大学院で開設する授業科目

は、法律基本科目、法律実務基礎

科目、基礎法学・隣接科目、展開・

先端科目とすること。 

 

○ 法科大学院は、上記の各科目全

般にわたって適切に授業科目を開設

するとともに、学生の履修がいずれか

に偏ることの無いよう適切な配慮をす

ること。 

 

 

○ 教育課程に関して、授業科目が告

示に定める各科目全般にわたって体

系的に開設されているかについて評価

を行うこと。 

 

○ 教育課程については、法曹として活

動するために必要な専門的な法知

識、思考力、分析力、表現力等を修

得させ育成するとともに、豊かな人間

性並びに法曹としての責任感及び倫

理感を涵養するよう適切に編成され

ていること。 

 

○ 必修科目として、次のイからニまでに

掲げる授業科目を、当該各号に定め

る単位数を標準として開設しているこ

と。また、選択科目として基礎法学・ 
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設置基準 （告示） 評価機関の認証基準（案） 評価基準の例 
（授業及び教育課程の続き）   隣接科目を概ね□単位修得すること

ができる授業科目を開設しているこ

と。 

イ 公法系科目    概ね □単位 

ロ 民事系科目    概ね □単位 

ハ 刑事系科目    概ね □単位 

ニ 実務基礎科目  概ね □単位 

（授業を行う学生数） 

○ 法科大学院が一つの授業科目につ

いて同時に授業を行う学生数は、授

業の方法及び施設、設備その他の教

育上の諸条件を考慮して、教育効果

を十分にあげられるような適当な人数

とすること。 

 

 

○ 法科大学院においては、同時に授

業を行う学生数を少人数とすることを

基本とし、特に法律基本科目の授業

科目については５０人を標準とするこ

と。 

 

○ 一の授業科目について同時に授業

を行う学生数について評価を行うこ

と。 

 

○ 法律基本科目の授業科目について

同時に授業を行う学生数は 50 人を

標準とし、個別事情を考慮しても 80

人を超えないものとすること。 

 （授業の方法） 

○ 授業は、講義、演習、実験、実習

若しくは実技のいずれか又はこれらの

併用により行うものとすること。 

 

○ 法科大学院においては、その目的を

達成し得る実践的な教育を行うよう

事例研究、現地調査、双方向・多

方向に行われる討論・質疑応答など

その他適切な方法により授業を行うな

ど適切に配慮しなければならないこと

とすること。この場合において、多様な

メディアを高度に利用して行う授業等

は、十分な教育効果が得られる授業

等に関して実施できるものとすること。 

 

－ 

 

○ 授業の方法について評価を行うこ

と。 

 

○ 授業は、教員と学生との間及び学

生相互の間での討論を通じるなどし

て、専門的な法知識を確実に修得さ

せるとともに、批判的検討能力、創造

的思考力、事実に即して具体的な

問題を解決していくために必要な法

的分析能力及び法的議論の能力そ

の他の法曹として必要な能力を育成

するために適切な方法によることを基

本としていること。 
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設置基準 （告示） 評価機関の認証基準（案） 評価基準の例 
 （成績評価基準等の明示） 

○ 法科大学院は、学生に対して、授

業の方法及び内容、一年間の授業

計画を、あらかじめ明示すること。成

績評価及び修了認定については、厳

格性・客観性を確保するため、その基

準をあらかじめ明示するとともに、当該

基準にしたがって適切に行うものとする

こと。 

 

 

－ 

 

 

○ 成績評価及び修了認定について適

切な基準が設けられ、その基準にした

がって客観的に行われているかについ

て評価を行うこと。 

 

○ 成績評価及び修了認定についての

基準をあらかじめ学生に対して明確

化するとともに、当該基準に基づく成

績評価及び修了認定について、客観

性・厳格性を確保するための仕組み

を講じていること。 

 （教育内容等の改善のための組織的

な研修等） 

○ 法科大学院は、授業の内容及び

方法の改善を図るための組織的な研

修及び研究を実施するものとするこ

と。 

 

 

 

－ 

 

 

○ 教育内容等の改善のための組織的

な研修等について評価を行うこと。 

 

 

○ 教育内容等の改善のための組織的

な研修等を継続的に実施しうる体制

を整備し、効果的・継続的に実施し

ていること。 

 

○ 学生による授業評価を実施し、その

結果を教育内容の改善に反映させる

体制が整備されていること。 

 

 （履修科目の登録の上限） 

○ 法科大学院は、学生が各年次にわ

たって適切に授業科目を履修するた

め、学生が１年間又は１学期に履修

科目として登録することができる単位

数の上限を定めるものとすること。 

 

 

 

 

○ 法科大学院において、学生が１年

間に履修科目として登録することがで

きる単位数の上限は、３６単位を標

準とすること。 

 

○ 履修科目の登録の上限について評

価を行うこと。 

 

○ 各年度において学生が履修科目と

して登録することができる単位数は、

合計３６単位（在学の最終年度にあ

っては４４単位）を上限としていること。 
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設置基準 （告示） 評価機関の認証基準（案） 評価基準の例 
 （修了要件） 

○ 法科大学院の修了要件は、３年

（３年を超える標準修業年限を定め

る研究科等にあっては、当該標準修

業年限）以上在学し、かつ、９３単位

以上を修得することとすること。 

 

○ 法学既修者については、３０単位を

超えない範囲で法科大学院が認める

単位を修得し、１年を超えない範囲

で法科大学院が認める期間を在学し

たものとみなすことができることとするこ

と。 

 

○ 入学前の既修得単位を認定された

者については、当該単位数等を勘案

して、１年を超えない範囲の期間在

学期間を短縮できることとすること。た

だし、この期間は、法学既修者につい

て在学したものとみなすことのできる期

間と合わせて１年を超えないものとす

ること。 

 

○ 法学既修者について修得したものと

みなすことのできる単位数は、入学前

の既修得単位及び単位互換による

単位数と合わせて３０単位を超えない

ものとすること。 

 

 

 

 

－ 

 

○ 法学既修者の認定について評価を

行うこと。 

 

○ 設置基準第２５条の規定により在

学期間を３年未満とすることを認める

に当たっては、法律科目試験（法科

大学院における基礎的な法律科目

の履修を免除することができる程度の

基礎的学識を有するかどうかを判定

する試験をいう。）の実施及びその他

の教育上の目的に応じた適当な方法

により、公正かつ妥当な判定が行わ

れていなければならない。 
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設置基準 （告示） 評価機関の認証基準（案） 評価基準の例 
 （施設及び設備に関する事項） 

○ 法科大学院の施設及び設備（講

義室等、器具等、図書等の資料、

学部等の施設及び設備の共用）につ

いては、大学院設置基準の規定を適

用するとともに、法科大学院の目的に

照らし十分な教育効果をあげることが

できると認められるものとすること。 

 

 

－ 

 

○ 教育上必要な施設及び設備につい

て評価を行うこと。 

 

○ 教育上必要な図書等の資料の整

備について評価を行うこと。 

 

○ 教育上必要な施設及び設備は、

学校教育法及び大学院設置基準の

規定並びにこれらの規定に基づく告

示に定める基準に適合していなけれ

ばならない。 

（その他）   

○ 適格認定を行うことができる評価方

法を有していること。 

 

○ 評価員に法律実務経験者を有して

いること。 

 

 

 

 


